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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は，費用便益分析の観点から動学的最適化型マクロ経済モデルを用いて気候安定化政
策を理論的かつ実証的に評価した．理論分析において，等価的偏差(EV)を効用の変化分を貨幣
タームで評価した福祉効果，生産および排出権収入の変化による所得変化効果，社会的費用を
表す投資の変化分の各効果に分割できることを示した．一方，実証分析において，気候安定化
政策が厳しくなるほど，気温変化による効用関数への影響を考慮しない場合，全地域の EV が減
少するのに対して，効用関数への影響を考慮した場合，全地域の福祉効果が確認され，かつ EV
が増加する地域と減少する地域に分かれることを示した． 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This study evaluates climate stabilization alternatives theoretically and empirically 
from view points of cost-benefit analysis by using dynamic optimal macroeconomic model. 
Results of theoretical analyses show that equivalent variation (EV) by those alternatives 
can be divided into public-welfare effect that evaluates changes in utility in monetary 
term, income-change effect by changes in output and emissions trading income, and changes 
in investment that means social cost. On the other hand, empirical results show that strict 
climate stabilization alternatives decrease EV in all regions without impacts of climate 
change on utility, while those alternatives increase and decrease EV in each region and 
public-welfare effects are found with that. 
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１．研究開始当初の背景 
 これまで温暖化研究の分野には膨大な蓄
積が見られることは言うまでもない．特に，
統合評価モデルを用いた定量分析は急速に
発展し，Nordhaus and Boyer(2000)1)による
DICE/RICE や Manne et al.(1995)2)による
MERGE を初めとして，わが国においても国立
環境研究所と京都大学の共同開発による AIM
の研究成果が挙げられ，これらの研究成果は
IPCC 第 4 次報告書にも大きく貢献している．
しかしながら，IPCC 第 4 次報告書を初めとす
る数多くの定量分析に関する既存研究にお
いて，様々なシナリオ分析に用いられる BaU
シナリオ(｢なりゆきシナリオ｣とも呼ばれ
る)が，温暖化による市場経済への被害を考
慮せず，現在の経済活動が将来に渡って続い
ていくことを想定しているため，経済活動に
よる気候変動が経済活動に及ぼす影響を正
当に評価することはできない． 
 一方，社会的動向から見ても，2006 年 11
月に発表された Stern(2006)3)による Stern 
Review は｢緊急かつ急激な温室効果ガスの削
減｣を提言していることや，わが国において
も 2007 年 5月の安部晋三前首相の｢美しい星
50｣を通じて，世界の GHG 排出量を 2050 年ま
でに現状から半減することの可能性やその
対策が議論されていることからも，温暖化対
策の定量評価に対するニーズが大きいこと
を窺い知ることができる．藤野ら(2007)4)，
増井ら(2007)5)では，温暖化による深刻な影
響を回避するためには，先進国において厳し
い温室効果の削減を行わなければならない
ことから，日本での低炭素社会実現に向けた
可能性やその対策経路について論じており，
現時点で既知の対策を組み合わせることに
よって約 70％の温室効果ガス削減が可能で
あるとしている．しかしながら，温暖化対策
の定量評価に関する研究が多いにもかかわ
らず，その対策の費用便益分析は行われてい
ない．ミクロ経済理論に基づく応用一般均衡
モデルを用いた費用便益分析は便益評価理
論として確立しているものの(例えば，森杉
(1997)6))，マクロ経済理論に基づく経済成長
モデルを用いた費用便益分析は理論的未解
決部分を残す．中でも，DICE/RICE，MERGE，
AIM/Policy のようなマクロ経済モデルは，温
暖化による被害のフィードバックを考慮し
た市場経済の理論的非整合性，費用便益分析
における便益や費用の定義の不明確さによ
って，理論的整合性のある費用便益分析を行
うことができない． 
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２．研究の目的 
 本研究は，近年，地球温暖化評価の分野で
用いられている環境経済モデルの理論的未
解決部分に対して厚生経済学の立場から理
論的精査を行うこと(理論分析)を第 1目的と
し，多地域・動的な環境経済モデルの構築と
それを用いたシミュレーション分析による，
気候安定化政策の経済評価，および政策オプ
ションの提示(実証分析)を行うことを最終
目的とする． 
 本研究における第 1の目的は，地球温暖化
問題の政策分析で用いられる統合評価モデ
ル※において，温暖化被害を考慮した
Business-as-Usual(以下，BaU)としての市場
経済を理論的に定式化することである．すな
わち，温暖化による市場経済への被害を考慮
せず，現在の経済活動が将来に渡って続いて
いくことを仮定したこれまでの BaUシナリオ
を，温暖化による市場経済への被害のフィー
ドバックを考慮した新たな BaUシナリオとし
て理論的に提示することを目的とする．また，
BaU シナリオとしての市場経済における温暖
化の限界的被害費用の理論的導出を行うこ
とを目的とする．ここで市場経済とは，マク
ロ経済成長理論における市場経済の問題と
同義である． 
 第 2の目的は，マクロ経済モデルにおいて，
等価的偏差(EV: Equivalent Variation)の概
念を用いた便益評価理論の確立を行うこと



である．すなわち，マクロ経済モデルを用い
た政策分析において，効率的な政策の判断基
準を与えるための費用便益分析の理論的考
察，およびその理論的妥当性の検証を行うこ
とを目的とする．ここでの効率的とは，社会
的純便益の最大化を意味する． 
 第 3の目的は，費用便益分析を用いた地球
温暖化問題における政策シミュレーション
分析，および政策オプションの提示を行うこ
とである．すなわち，構築した理論モデルの
プログラミング，その挙動確認を行った後，
政策シミュレーションによって効率的な政
策オプションの提示，および温暖化研究分野
における既存研究結果との比較・検討を行う
ことを目的とする． 
 
３．研究の方法 
 本研究は理論分析および実証分析の 2つか
ら大別される．以下では理論分析，実証分析
に分けて，これらの研究方法を示す． 
 
(1)理論分析の方法 
 理論分析において，3段階の研究プロセス
を考える． 
 第 1に，BaU シナリオとしての経済活動へ
の温暖化被害のフィードバックを考慮した
市場経済の問題を定式化する．Ramsey モデル
を基礎とした最適成長モデルでは，温暖化影
響を考慮したとしても，市場経済の問題は経
済活動に関する制約条件下での効用最大化
問題として定義され，市場経済は経済活動を
表す微分方程式系と温暖化による外部性(影
響)を表す微分方程式系によって表されるこ
とが確認されている．一方，社会計画者の問
題は経済活動に関する制約条件と温暖化に
よる外部性に関する制約条件下での効用最
大化問題として定義され，市場経済の問題と
同様に経済活動と温暖化による外部性に関
する微分方程式体系で表されるものの，これ
ら 2つのダイナミクスは全く異なることが確
認されている．この 2つの経済の異なる点は，
①市場経済の問題において，温暖化による外
部性は最適化問題の制約条件には含まれな
いこと，②2つの経済のダイナミクスは経済
活動および温暖化による外部性から成る微
分方程式体系で表されるが，それらは全く異
なることである．このように経済理論におい
ては，これら 2つの経済ははっきりと異なる
ことが示されているが，政策シミュレーショ
ンで用いられる統合評価モデルでは，その計
算解法ゆえに，最大値原理ではなく非線形計
画問題として解いているため，市場経済の問
題の解法に理論的非整合性が存在する．そこ
で，まず市場経済の問題を非線形計画問題と
して定式化し，その解法を提示する．さらに，
市場経済における温暖化の限界被害費用と
限界削減費用を導出する．社会的計画者の問

題においては，温暖化による外部性のシャド
ウプライスを所得の限界効用で除したもの
として炭素価格が導出され，これに温暖化に
よる外部性に関する制約式を用いることに
よって，生産に与える被害と効用に与える被
害とに分割することができる．これを所得の
限界効用で除すれば，温暖化の限界被害費用
として表される．従って，市場経済の限界被
害費用は，ここで導出された限界被害費用の
式を市場経済の問題に適用すればよく，一方，
限界削減費用は市場経済の問題においては
温室効果ガスを削減する必要がないためゼ
ロとなる． 
 第 2 に，等価的偏差(EV)の概念を用いるこ
とによって，マクロ経済モデルにおける便益
評価理論を提示する．まず，市場経済および
社会的計画者の問題における消費・生産・投
資の関係を表す恒等式から，これら 2つの経
済における消費の差として社会的純便益を
定義する．次にこれら 2つの経済における効
用関数から EV を定義すれば，EV は 2つの経
済の等価的消費の差として表すことができ
る．この EV に消費の差として定義した社会
的純便益を用いれば，EV は効用に与える効果
を表す福祉的効果，生産の変化による所得の
増大効果，投資の変化分の 3つに分割するこ
とができる．また，前者 2つの和は社会的便
益を，後者の投資の変化分は社会的費用と捉
えることができる． 
 第 3に，上述した理論モデルのプログラミ
ングおよびモデルの挙動確認を行う．第 1プ
ロセスで構築した市場経済の問題を非線形
計画問題として解くために，根岸ウェイトを
求める際に用いられる繰り返し過程の解法
を援用する．ここでは，市場経済の問題を非
線形計画問題として解く際に，温暖化による
外部性に関する遷移式を初めに外生的に与
えてから最適化問題を解き，求められた経済
活動に関する制約式を温暖化による外部性
に関する遷移式に代入し，この式(値の系列)
を更新していく．任意の収束判定基準を満た
すまで繰り返された解は，連立微分方程式で
表される市場経済の問題の解に等しくなる
ため，計算機を用いたシミュレーション分析
が可能となる． 
 
(2)実証分析の方法 
 実証分析においても，3段階の研究プロセ
スを考える． 
 第 1に，理論分析において構築した全球モ
デルを多地域モデルに拡張する．ここでは，
Nordhaus and Boyer (2000)1)による RICE モ
デルを用いるものの，RICE モデルは世界を 8
地域(米国，高所得地域，欧州，ロシア・東
欧，中所得地域，中低所得地域，低所得地域，
中国)に分割しているため，本研究で拡張し
たモデルは高所得地域から日本を抜き出し



た 9地域分割の修正 RICE である．このモデ
ルの構造は経済活動及びそれに伴う CO2排出
量を表す経済モデルと，大気中の CO2 濃度及
び気温上昇，さらには気温上昇に伴う経済活
動への影響を表す気候モデルから成る．RICE
および本研究のモデルは，経済および気候に
関する制約条件の下，各地域の効用関数の和
から成る社会厚生関数の割引現在価値の総
和を最大化する．ここで，本研究における各
地域の効用関数は相対的危険回避度一定型
として定義されるが，単純化のために対数型
効用関数を用いる．一方，各地域の生産量は
資本，労働，エネルギーサービスを生産要素
とした Cobb-Douglas 型生産関数からエネル
ギーサービス費用を引いたものとして定義
される．このとき，エネルギーサービスの利
用に伴い CO2 が発生する．また，生産関数に
おける資本・労働分配率を表すパラメータは
各地域同一であり 0.3 とするものの，エネル
ギーサービスの分配率を表すパラメータは
各地域異なり，本モデルにおいては RICE の
値を援用している．気温変化に伴う被害は各
地域で異なるものとする．気温変化による被
害率を表す被害関数は全球平均気温の変化 
を変数とする 2次多項式として表わされ，こ
の影響係数を生産関数に乗じることによっ
て，生産量の減少として表現される． 
 第 2に，シミュレーション分析において用
いられる政策シナリオの設定及び不確実性
下での意思決定基準の整理を行う．近年，気
候変動による深刻な影響を回避するために
厳しい温室効果ガスの削減が求められてい
ることから，以下の 4つの気候安定化シナリ
オを想定する． 
① 基準シナリオ 

(基準となるシナリオであり，気候変動
を緩和するための対策を一切講じない) 

② CO2 濃度 450ppm 安定化シナリオ 
(大気中のCO2濃度を450ppmで安定化さ
せるシナリオであり，CO2 濃度換算にし
て 450ppm 程度の安定化は，約 2.0℃の気
温上昇を示唆) 

③ CO2 濃度 550ppm 安定化シナリオ 
(大気中のCO2濃度を550ppmで安定化さ
せるシナリオであり，産業革命前の水準
の約2倍を想定したCO2濃度倍増シナリ
オ(CO2-doubling Scenario)に相当) 

④ CO2 濃度 650ppm 安定化シナリオ 
 一方，不確実性下での意思決定基準につい
ては，以下の 4つの基準を取り上げる． 
① ラプラス基準 

(各シナリオが発生する確率を等確率と
考え，期待値を最大にする代替案を選択
する基準) 

② マキシミン(マックスミニ，ワルド)基準 
(最も悲観的な立場に立った基準であり，
この場合には，シナリオは代替案の選択

に対してその結果が最悪となるような
状態となることを意味した基準) 

③ フルビッツ(ハービッツ)基準 
(楽観度を示すパラメータを用いて悲観
的立場と楽観的立場にウェイトを付け
た基準) 

④ ミニマックス損失基準 
(もし，あるシナリオの状態が真(最も利
得が高いシナリオ)であることを知って
いれば選択した利得(得られる利得)を，
知らなかったために別の選択をしたこ
とによって生じる損失を意味する基準) 

 第 3 に，気候安定化シナリオを用いたシミ
ュレーション分析により，気候安定化政策の
経済評価を行う．ここでは，気候安定化シナ
リオの選択に対する意思決定基準の適用，及
び気候安定化政策の社会的便益に対する等
価的偏差，福祉効果，所得効果，投資の変化
分の各効果の計測をそれぞれ行う． 
 
４．研究成果 
(1)理論分析における研究成果 
 理論分析においては，地球温暖化評価の分
野で用いられている環境経済モデルの理論
的未解決部分に対して厚生経済学の立場か
ら理論的精査を行った．この研究成果は以下
の通りである． 
 第 1に，市場経済への温暖化被害のフィー
ドバックを考慮した BaUシナリオとしての市
場経済の定式化に関して，マクロ経済成長理
論を用いた理論的考察から，以下の 2点が示
された． 
① 市場経済の問題において，温暖化の外部性

は最適化問題の制約条件に含まれないこ
と 

② 市場経済と社会的最適の 2 つの経済の動
学体系は経済活動および温暖化による外
部性から成る微分方程式体系で表現され
るが，それらは全く異なる体系であること 

 第 2 に，等価的偏差(EV)の概念を用いたマ
クロ経済モデルの便益評価理論の提示にお
いては，以下の点が示された． 
① 費用便益分析における社会的純便益と等

価的偏差の関係から，気候安定化政策によ
る直接効果だけでなく，等価的偏差を紅葉
の変化分を貨幣タームで評価した福祉効
果，生産及び排出権収入の変化による所得
変化効果，そして社会的費用を表す投資の
変化分に，それぞれ理論的観点から分割で
きること 

 第 3に，経済活動への温暖化被害のフィー
ドバックを考慮した市場経済の問題を非線
形計画問題として解くために，資本ストック
および温暖化被害に着目した繰り返し過程
による計算から，以下の 2点が示された． 
① これまでの BaU の値は過小評価であると

考えられること 



② 経済活動への温暖化被害のフィードバッ
クを考慮した市場経済の問題は，それを考
慮しない場合の BaU と比較して，大きくは
ないものの差が生じること 

 
(2)実証分析における研究成果 
 実証分析においては，検討した理論分析の
結果を踏まえて，多地域・動的な環境経済モ
デルの構築とそれを用いたシミュレーショ
ン分析による，気候安定化政策の経済評価を
行った．この研究成果は以下の通りである． 
 第 1に，気候安定化シナリオの選択にいく
つかの意思決定基準を適用し評価を行い，以
下の点が示された． 
① 全球規模では，いずれの意思決定基準を用

いても，CO2 濃度 650ppm シナリオが選択
される結果となる．一方，日本への適用を
行った分析では，多くの意思決定基準にお
いて CO2 濃度 650ppm シナリオが選択され
るものの，より悲観的な立場を重視する意
思決定基準を用いた場合には，より厳しい
CO2 濃度 550ppm シナリオが選択される結
果となる 

 第 2に，気候安定化政策の社会的便益を評
価するために等価的偏差(EV)との関係に着
目し，等価的偏差を福祉効果，所得効果，投
資の変化分の各効果に分割することによっ
て，これらの効果を計測し，以下の点が示さ
れた． 
① 気温変化による効用関数への影響がない

場合，気候安定化政策による社会的便益は，
ほとんど全ての地域において，より厳しい
政策によって EV が減少することから，よ
り緩やかな気候安定化政策ほど EV は大き
くなることが示唆された 

② 気温変化による効用関数への影響がある
場合，全ての地域及び全てのシナリオにお
いて，社会的便益に対する正の福祉効果が
確認された．また，福祉効果は気温変化に
よる影響の大きさに依存し，気温変化によ
る影響が大きいほど，より厳しい気候安定
化政策の福祉効果は大きくなることが示
された 

③ 気候安定化政策が厳しくなるほど，気温変
化による効用関数への影響を考慮しない
場合，全ての地域の EV が減少するのに対
して，効用関数への影響を考慮した場合， 
EV が増加する地域と減少する地域に分か
れることが示された 

 
(3)おわりに 
 本研究は，①市場経済への温暖化被害のフ
ィードバックを考慮した BaUシナリオとして
の市場経済を定式化すること，②EV の概念を
用いたマクロ経済モデルの便益評価理論を
提示すること，③理論的整合性を有する環境
経済モデルを用いたシナリオ分析による政

策評価，の 3つの目的をもって分析を行った．
①および②のテーマにより，経済活動による
気候変動が経済活動に及ぼす影響を正当に
評価することが可能となるだけでなく，マク
ロ経済モデルにおいて新たな便益評価理論
を提供することが可能となる．さらに，③の
テーマにより，②で構築された費用便益分析
を用いて政策シナリオの経済評価を行うこ
とは，政策決定プロセスにおける透明性を担
保することが可能である．それゆえ，これら
の研究成果が，IPCC 第 5 次報告書に向けた科
学的知見として，またポスト京都や 2050 年
に向けた気候安定化政策の定量評価に大い
に貢献できるよう，本研究で取り上げること
ができなかった項目を含めて，さらなる精査
が必要であることは言うまでもない． 
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